
ヤマハ発動機株式会社
2021年8月5日

（証券コード：7272）

2021年12月期 第2四半期決算説明会

ヤマハ発動機が描く将来の移動



● 業績予想について

この説明資料内で述べられているヤマハ発動機株式会社の業績予想は、現時点で入手可能な情報に基づき
当社の経営者が合理的と判断したもので、リスクや不確実性を含んでいます。実際の業績は、様々な要因の変化
により大きく異なることがありえますことをご承知おき下さい。実際の業績に影響を及ぼす可能性がある要因には、
主要市場における経済状況及び製品需要の変動、為替相場の変動等が含まれます。

本日ご説明する内容

２０２１年１２月期 第２四半期決算

代表取締役社長 日髙 祥博
取締役 大川 達実



概要説明

代表取締役社長 日髙 祥博



上期実績のポイント
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 外部環境

・ワクチン接種の拡がりに伴う経済活動の回復
・グローバルなサプライチェーンの混乱、原材料価格の高騰

 事業環境

・先進国事業： アウトドアレジャー・パーソナルモビリティー需要が継続
・新興国二輪車事業： 需要が徐々に回復
・ロボティクス事業： 全地域での設備投資需要や、半導体需要が旺盛

 収益力強化

・内部体質の改善、デジタル活用等による固定費削減
・プレミアム戦略推進による高価格帯モデルの増加



主要商品別 当社出荷台数 （上期実績）

２０２０年比 ２０１９年比

商品/地域 1Q出荷 2Q出荷 在庫 1Q出荷 2Q出荷 在庫

二輪車

欧州・米国・日本 105% 136% 84% 102% 117% 73%

インドネシア 83% 404% 57% 78% 71% 56%

タイ 151% 173% 83% 116% 94% 69%

ベトナム 100% 145% 93% 96% 107% 73%

フィリピン 114% 282% 91% 83% 84% 59%

中国 181% 119% 115% 224% 176% 84%

インド 119% 206% 147% 90% 47% 72%

ブラジル 108% 195% 99% 121% 151% 95%

ATV+ROV 北米 124% 167% 125% 105% 180% 54%

PAS 122% 142% - 122% 131% -

船外機 北米・欧州 108% 119% 96% 86% 110% 68%

マウンター 194% 181% - 211% 186% -
5

2019年水準の出荷継続。先進国向けの供給改善が進む。

※二輪車・ATV+ROVは流通在庫、船外機は拠点在庫の6月末時点台数ベース

※※



※ 親会社株主に帰属する当期純利益

２０２１年上期 経営状況
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（億円）
２０１９年

上期
２０２０年

上期
２０２１年

上期
２０１９年

比
２０２０年

比

売上高 ８,５５９ ６,８５５ ９,２０１ １０７％ １３４％

営業利益 ６９０ １９１ １,０９２ １５８％ ５７２％

営業利益率 ８.１％ ２.８％ １１.９％ ＋３.８pts. ＋９.１pts.

経常利益 ７０２ ２０７ １,１５１ １６４％ ５５５％

当期純利益 ５２０ △２８ ９３１ １７９％ ー

（＄・€） １１０・１２４ １０８・１１９ １０８・１３０ ー ー

（$/ＩＤＲ・ＢＲ$） １４,１２６・３.８ １４,４５０・４.９ １４,２０６・５.４ ー ー

※

ＥＰＳ（円） １４８.７９ △７.９０ ２６６.２８ １７９％ ー

全事業で良好な事業環境となり、増収。
増収効果・ミックス改善等により、大幅に増益。各利益で上期過去最高。
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97

17 28 5

1,092

2020年

（$/€： 108/119）

2021年

（$/€：108/130）

マリン
事業

金融
サービス

事業

ランド
モビリティ

事業

為替影響
ロボティクス

事業

成長戦略
費用減少

（億円）

その他
事業

２０２１年上期 営業利益変動要因 （事業別）
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（YRH+24）

69

369

60 12

新興国
二輪車

先進国
二輪車

RV SPV

931

全事業で増益。新興国二輪車でのプレミアム戦略が奏功。

△28 親会社株主
に帰属する
当期純利益



620

274

74

73
191

1,002 37 △65 28
△107 5

1,092

２０２１年上期 営業利益変動要因 （要素別）

規模増により増収。原材料価格上昇に対し、ミックス改善・コストダウンを推進。
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コストダウン
増収効果

為替影響

成長戦略
費用減少

（億円）

原材料
販管費
増加等

2020年

（$/€： 108/119）

2021年

（$/€：108/130）

931

△28 親会社株主
に帰属する
当期純利益

リベート
削減

規模増加

販売金融
引当費用

減少

物流費
増加

ミックス
改善

△39



ヤマハ発動機らしいカーボンニュートラル戦略

9※環境省「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドラインVer2.3_2017年12月」に沿って、 「排出量原単位データベース（ver3.1）」を活用して算出。

スコープ 3.（主に製品群からの排出）では、
2030年▲24%、 2050年カーボンニュートラルを目指す。

カテゴリー11.
製品使用時

82.7％

原材料
13.1%

使用燃料
スコープ1．
0.5%

その他
2.4%

使用電力
スコープ2．
1.3%

スコープ3．
98.2%

二輪車
65%

マリン
エンジン

19%

カテゴリー11．
製品ごとの内訳2020年度

ライフサイクル
CO₂排出量

23.7百万tCO2



ヤマハ発動機らしいカーボンニュートラル戦略

基本方針： 移動に伴う1人あたりのCO2排出量のさらなる低減を目指す
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新領域への挑戦

新領域への挑戦



事業別説明

取締役 大川 達実
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ランドモビリティ事業
先進国二輪車事業
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1,153

欧州

北米

大洋州

日本

△6.7%
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2.3%

（108/130）（108/119）（$/€： 110/124）

1,242

△3.6%
利益変動内訳

2021年上期実績

△16
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△44
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2020年
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収益性
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経費
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影響

2021年
上期

△77

収益性

規模
増加

経費
増加

為替
影響
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旺盛な需要が継続。供給不足はあるが、全地域で販売台数が増加。
生産台数の増加・販売効率化が進み、黒字達成。



3,226 

2,164 

3,148 

574 

435 

644 

19年 20年 21年

2,599

0.5%

アジア

中南米・
その他

（IDR/BR$ 14,126/3.8）

3,793

8.9%

2020年
上期

2021年
上期

（14,206/5.4）

2019年
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（14,450/4.9）

3,800

6.1%

ランドモビリティ事業
新興国二輪車事業

主要国 上期 対2019年 変動
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売上高
（億円）

営業
利益率

PHL

2,059

1,819

2021年2019年

（千台）

IND

THA

IDN

その他

BRA

△181

△115
△48

60

CHN

台数

26 7

12

2,599

2021年2019年

売上高

3,793IDN PHLTHA INDBRA
CHN 消去等3,800

79 7344 27
△121△46

（億円）

全地域で販売台数が増加。
高価格帯モデルの販売増加により、営業利益率が大幅に向上。



211 203 

258 

売上高
（億円）

営業
利益率 △8.4%
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12.6%7.6% 15.7%

374 
335 

509 

19年 20年 21年
2020年

上期
2021年

上期

（108/130）（108/119）

2019年
上期

（$/€： 110/124）

△3.5%

2020年
上期

2021年
上期

2019年
上期

16.0%

パーソナルな移動としての需要拡大継続。
販売台数が着実に増加し、飛躍事業へ。

ランドモビリティ事業
RV事業、SPV事業

需要好調。販売効率化により、黒字化。
今後も供給力を高める。

RV事業 SPV事業



1,027 
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1,102 

968 
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1,670

15.2%
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2,059
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2019年
上期
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1,996

19.5%

マリン事業

利益変動内訳
2021年上期実績
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先進国の旺盛な需要が継続。船外機は物流逼迫の中、生産・販売台数増加。
ＷＶの供給不足はあるが、海外ボート・部品販売増も寄与し、全体の収益性改善。
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△39 △16 108
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440

△12
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増収効果とYRH黒字化により、営業利益率が大幅に改善。
事業統合シナジー本格化で、規模・収益性を両立しながら成長フェーズへ。
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204 
226 236 

19年 20年 21年

2,229 

2,897 2,836 

699 

727 846 

19年 20年 21年

売上高
（億円）

営業
利益率債権残高

（億円）

（$： 108）

期末日レート

2020年
上期末

3,624

北米

その他

18

41.8%

（$： 111）

2021年
上期末

1.3%3,6822,928

（$： 108）

2019年
上期末

2020年
上期

2021年
上期

（108/130）（108/119）

2019年
上期

（$/€： 110/124）

18.4%

金融サービス事業

小売ファイナンス好調、貸倒引当金の減少等により、大幅に増益。
債権残高は安定的に推移。



今後の見通し

代表取締役社長 日髙 祥博



当社出荷台数 （2021年 年間予想）

（2019年比）（2020年比）

商品/地域
上期
実績

下期
見通

年間
見通

上期
実績

下期
見通

年間
見通

二輪車

欧州・米国・日本 121% 105% 110% 110% 105% 110%

インドネシア 136% 140% 140% 75% 60% 70%

タイ 161% 65% 105% 105% 70% 85%

ベトナム 117% 115% 115% 100% 105% 105%

フィリピン 158% 110% 125% 83% 85% 85%

中国 139% 120% 130% 194% 120% 150%

インド 139% 110% 120% 69% 135% 100%

ブラジル 146% 155% 150% 137% 160% 150%

ATV+ROV 北米 146% 120% 130% 139% 140% 140%

PAS 131% 120% 125% 126% 135% 130%

船外機 北米・欧州 114% 105% 110% 98% 115% 105%

マウンター 188% 90% 130% 198% 125% 160%

下期も回復継続。市場回復の機会を取り込み、販売を最大化。
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経営業績： ２０２1年 （年間予想）

※ 親会社株主に帰属する当期純利益 21

全事業での好調を織り込み、過去最高の売上高・営業利益を計画。

（億円）
２０１９年

実績
２０２０年

実績
２０２１年
前回予想

２０２１年
今回予想

前年比

売上高 １６,６４８ １４,７１３ １７,３５０ １８,５００ １２６％

営業利益 １,１５４ ８１７ １,３００ １,６００ １９６％

営業利益率 ６.９％ ５.６％ ７.５％ ８.６％ ＋３.０pts.

経常利益 １,１９５ ８７７ １,３５０ １,６５０ １８８％

当期純利益 ７５７ ５３１ ９００ １,１２０ ２１１％

（＄・€） １０９・１２２ １０７・１２２ １０６・１２８ １０９・１３０

（$/ＩＤＲ・ＢＲ$）
１４,０８７

３.９
１４,４４７

５.１
－

１４,３００
５.３

※
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営業利益変動要因 （年間予想 vs 当初予想）

想定以上の販売回復と経費削減継続により、全事業で増益。

1,100

111
102

51
50 13 7 166

1,600

5

66 30
11

2021年

当初予想

（$/€： 103/126）

マリン
事業

金融
サービス

事業
ランド

モビリティ
事業

為替
影響ロボティクス

事業

成長戦略
費用減少

（億円）

その他
事業

RV
SPV新興国

二輪車
先進国
二輪車

2021年

今回予想

（$/€： 109/130）

720

親会社株主
に帰属する
当期純利益

1,120



1,100

433 6 △212

7
100

166 1,600

289

228

△84
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営業利益変動要因 （要素別） （年間予想 vs 当初予想）

想定以上の販売回復・ミックス改善・経費削減継続により、マイナス影響を吸収。

2021年

当初予想

（$/€： 103/126）

（億円）

2021年

今回予想

（$/€： 109/130）

720

親会社株主
に帰属する
当期純利益

1,120

コストダウン 為替影響
成長戦略
費用減少

原材料 販管費
減少等増収効果

値上/
ミックス改善

規模増加

物流費



ＥＰＳ ：

5.0%

152円

配当性向 ： 40%

2017年
実績

2018年
実績

2020年
実績
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60円

2019年
実績

90円
88円

291円 217円
30% 42%

267円

34%

年間配当100円に増配。
成長投資とのバランスを取り、
配当性向30%を目安に、安定的・継続的に配当を行う。

株主還元

5.0%

31%

2021年
予想

年間配当

100円
90円

320円

2021年予想
キャッシュ・フロー
（販売金融除く）

株主還元

償却費
設備投資

運転資金
増加

成長投資

当期利益

Cash-In Cash-Out



今後の展望 総括
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 好調な事業機会の取り込み

・供給課題の改善による販売の最大化 （船外機・WV・RV）
・成長事業での更なる規模拡大 （SPV・ロボティクス）

 体質改善による収益性強化

・デジタル活用による固定費削減の定着
・プレミアム戦略の更なる推進 （新興国二輪車）
・構造改革・販売活動の効率化による収益性の更なる改善 （先進国二輪車・RV）

 リスクへの迅速・適切な対応

・生産遅延影響の最小化
・原材料価格・物流費上昇の販売価格への転嫁

 Afterコロナを見据えた
成長戦略継続とカーボンニュートラル対応の加速
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アジア

欧州
北米
日本

その他

（108/130）（108/119）（$/€： 110/124）
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1,996

1,670

2,059

2019年

上期

2020年

上期

2021年

上期

アジア

欧州

北米

日本

その他

マリン

マリン、ロボティクス 売上高 （上期）

ロボティクス
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（億円）

（108/130）（108/119）（$/€： 110/124）

2



設備投資・減価償却費・研究開発費・有利子負債

１９年上期 ２０年上期 ２１年上期

設備投資 197 232 261

減価償却費 253 244 252

研究開発費 472 455 450

有利子負債 3,441 7,233 4,846

（億円）

29



為替影響 （対前年）

30

上期

（億円） US$ EURO その他 合計

本社の輸出入にかかる為替影響 △7 43 16 51

為替による仕入影響 （海外子会社） 0 0 △68 △68

粗利益の換算影響 （海外子会社） △1 27 18 44

販管費の換算影響 （海外子会社） 1 △14 △10 △23

営業利益への為替影響 △8 56 △44 5

為替感応度

１円の変動が営業利益

に与える影響額

US$
8億円

EURO
4億円



55

153

47

6

690

262

48
39 63

11 3 △25

1,092

2019年

（$/€： 110/124）

2021年

（$/€：108/130）

マリン
事業

金融
サービス

事業ランド
モビリティ

事業

為替影響ロボティクス
事業

成長戦略
費用減少

（億円）
その他
事業

２０２１年上期 営業利益変動要因 （事業別、対２０１９年）

（YRH+2）

親会社株主
に帰属する
当期純利益

新興国
二輪車

先進国
二輪車

RV SPV

931

31

520



690

398

59 △64
3

30

△25

1,092

２０２１年上期 営業利益変動要因 （要素別、対２０１９年）

32

コストダウン

為替影響
成長戦略
費用減少

（億円）

原材料
販管費
減少等

2019年

（$/€： 110/124）

2021年

（$/€：108/130）

931

520

親会社株主
に帰属する
当期純利益

増収効果

41

335

45 17 △40

リベート
削減

規模
増加

ミックス
改善

販売金融
引当費用

減少 物流費
増加



11,198 
9,465 

12,000 

3,501 

3,283 

4,000 
756 

830 

1,200 
409 

461 

480 
783 

674 

820 

416
185

550

584

506

740
77

33

145

80

76

145

17

20

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

売上高 営業利益

その他

ロボティクス
金融サービス

マリン

8.6%

（億円）

5.6%

2020年
実績

2019年
実績

ランド
モビリティ

14,713

1,154 817

（$/€： 109/122 ） （107/122）

16,648

2020年
実績

2019年
実績

事業別 売上高・営業利益 （見通）

33

18,500

1,600

6.9%

2021年
今回予想

2021年
今回予想

（109/130）

△4
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